様式 1

　　
年
月
日
山武郡市広域水道企業団　
企業長　　　　　　　　　様　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　㊞

個人が依頼する場合は，依頼者の押印を省略することができる。
　　　　　　　配水管水圧測定依頼 書

このことについて，給水装置工事施行基準2.16 に定める3階建て建物への直結直圧式給水第4項の

事前協議の規定に基づき，下記のとおり水圧測定を依頼します。

記

１　給水計画場所

２　建物の形態（該当物件を○印で囲む）
	① 一戸建て専用住宅
	
	

	② 一戸建て店舗付住宅
	
	

	③ 集合住宅（
	戸）
	

	④ 事務所ビル
	
	

	⑤ その他（
	
	）

	３　給水開始予定時期
	
	年
月
日　頃


４　添付書類
位置図及び管網図
５　その他
様式 2



山 水 業　第　　　　号
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山武郡市広域水道企業団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業長
配水管水圧測定結果(回答)

　　　　年　　月　　日付けで依頼のありましたこのことについて，下記のとおり回答します。

記

１　給水計画場所（3階直結直圧式）
２　配水管水圧測定日時　　（自）　　　　年　　月　　日　　時　　分

　　　　　　　　　　　　　（至）　　　　年　　月　　日　　時　　分

３　測定方法　　給水計画地近傍の水道施設（消火栓・給水栓・その他　　　　　　）による

上記の日時における水圧測定（24ｈ自動水圧記録計による）

４　水圧測定結果
 
Mpa（最小動水圧）
５　直結給水の可否
配水管の水圧測定を行ったところ，上記4の結果となりましたので，次のとおり判定します。

	１
	配水管の測定水圧が基準値以上であり，3階直結直圧式給水は，可能です。

	２
	配水管の測定水圧が基準以下のため，3階直結直圧給水は，
不可能となりますので，他の方式の検討が必要となります。


＊該当番号を○印で囲む

様式 3

直結給水用増圧装置設置条件承諾書

　　
年
月
日
　山武郡市広域水道企業団
　企業長　　　　　　　　　様
増圧装置設置場所

設置者（所有者）

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

ＴＥＬ

直結増圧給水方式による給水のための山武郡市広域水道企業団給水装置工事施行基準2.17に定める直結給水増圧装置（以下，「増圧装置」という。）を設置するにあたり，下記の条件を承諾します。
記

１　使用者への周知
次の特徴を理解し，使用者に周知させるとともに，増圧装置の原因による給水についての苦情を貴企業団に一切申し立てません。
①　増圧装置が，停電や故障等により停止したときに，断水となり水の使用ができなくなること。

②　増圧装置を設置した場合は，受水槽のような貯水機能がないため，断水の際に水の使用ができなくなること。
２　保守管理
増圧装置の機能を適正に保つため，適宜，保守点検及び修理を行うとともに，専門知識を有する関係者により，年1回の定期点検を行うこと。
３　損害の補償について
増圧装置の設置に起因した逆流または漏水等の事故が発生したことにより貴企業団若しくは，使用者に損害を与えた場合は，当方が責任を持って対応（補償）すること。
４　既存施設の使用について
既存の受水槽以下の給水装置を使用して増圧装置を設置した場合，これに起因する漏水等の事故については，増圧装置設置者（所有者）又は使用者の責により対処すること。
５　条例・規程の遵守
上記項目のほか，山武郡市広域水道企業団水道事業給水条例及び同施行規程を遵守して施行すること。
６　紛争の解決
本条件を使用者等関係者に周知徹底するとともに，本増圧装置に起因する紛争が生じた場合は，当方の責により，解決するものとする。
様式 4

　　　　年　　月　　日
既設装置調査報告 書

　山武郡市広域水道企業団
　企業長　　　　　　　　　様
指定給水装置工事事業者名

給水装置工事主任技術者名
㊞

既存給水装置の使用について，山武郡市広域水道企業団給水装置工事施行基準2.19の規定に
より，下記のとおり報告します。

記

	設置種別
	① 井水装置　② 受水槽以下装置　③ その他（
）

	工事場所
	

	申請者氏名

（給水申込申請者）
	

	既存水栓番号
	

	使用材料の確認
	① 水道法施行令第6条の基準に適合している。

② 適合していないので改善が必要（　　　　　　　　　　　　）

	構造の確認
	① 異常なし
② 異常有り（　　　　　　　　　　　　　　）

	他の水管，設備等
との切離し状況
	① 切離可能　
② 切離不可能（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	水圧試験
	1  漏水なし ② 漏水あり（　　　　　　　　　）※ 0.98Mpa 5分間

	申請者の意見
	年
月
日

氏 名
㊞

	備　考


注)1　該当する項目（番号）を○印で囲む。
注)2　申請者の意見欄は，この報告書に記載されている内容を申請者が，確認した旨を記入する。
様式 5
　　
年
月
日

私設消火栓等設置申請書

　山武郡市広域水道企業団
　企業長　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　設置者（住   所）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（氏 名）
㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　指定給水装置工事事業者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（住 所）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（氏 名）
㊞

給水装置工事承認申請に係る私設消火栓等消防施設設置工事について，下記のとおり
施行したく申請します。
記
	工事(設置)場所
	

	設置土地種別
	1. 公共用地（種別：
） 2. 私有地（地目：
）

	消防施設の内訳
	1．消火栓（ 地上式 ・ 地下式 ／ 単口 ・ 双口 ）　　　基
[管種・口径・延長]
2．防火貯水槽用補給施設（
　　　　　　 ）　　　基
[管種・口径・延長]
3．その他

	設
置
者
	（住所）

（氏名）

	土地所有者の承諾

（私有地に設置する
場合）
	開発行為等に係る消防施設の管轄行政(市，町)への帰属に関する書面

（承諾書等）の写し

	施行条 件
	1．消防施設設置に係る使用材料は，貴企業団指定材料とし，設置工

事着手前に材料検査を受けるものとします。
 2．設置後は，当該設置場所の管轄行政庁(市・町)に帰属するものとする。

3．設置後は，貴企業団の完成検査を受けるものとする。

検査は，山武郡市広域水道企業団給水装置工事検査要綱による。 4．設置完了後は，公共の消防施設として使用するものとする。

	備
考

本申請は，上水道（山武郡市広域水道企業団配水施設）接続に係る消防施設を対象とし，開発行為等に係る管轄行政（市，町）の開発指導要綱・規程等による施行とする。


[申請：消防施設の設置に係る給水装置工事承認申請書に本書を添付]
様式 6

私有地内給水管埋設承認 願

　山武郡市広域水道企業団 

　企業長　　　　　　　　　様　
住
所

氏
名
㊞

　　　　年　　月　　日申請の給水装置工事については，下記事項を遵守しますので， 
私有地への給水管埋設を承認願いたく申請します。

記

１　私有地へ埋設した給水管の維持管理は，当方で行います。
２　当該給水管を原因とした土地所有者等に損害を与えた場合は，当方が責任を持って対応処理します。
３　当該給水管の移設及び廃止の必要が生じた場合は，当方の責任で移設工事または，撤去工事を行います。
４　給水装置の所有権を変更する場合は，前記事項の義務のいっさいを譲受人に継承します。
※ 添付書類
公図（地積測量図等）・土地登記簿謄本（記載事項証明書）

【土地所有者の承諾】

様式 9

誓
約
書

　　　　年　　月　　日
　山武郡市広域水道企業団
　企業長　　　　　　　　　様
申請者　住　所

　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

未使用給水管の取扱いについては，次を遵守します。

1　下記の未使用給水管は，当方で維持管理を行い漏水及び出水不良（移設等）が発生した
場合には，当方の費用負担で修理・修繕を行います。

2　前項に起因する，事故・公共物の破損等についても，当方の責任にて処理いたします。

3　応急的に企業団が修理・修繕を行った場合でも，自己管理の給水管に起因する漏水及び出水不良の場合は，当方にて費用を負担いたします。

4　下記の未使用給水管が引き込みされている土地の所有権を第三者に移転する場合には，
前項目の全てを譲受人に継承させます。

記

①　未使用給水管設置場所：
②　未使用給水管本数：
③　給水管を残す理由：
※　給水管とは，道路（公道，私道）に埋設されている水道本管「配水管」から宅地内に引込まれている
水道管をいい，個人（給水装置所有者）の財産です。

未使用となる給水管は，「分水栓止め」（配水管と給水管との分岐部分に使用するサドル分水栓により
給水側への流水を止水すること）を行なわなければならない。

様式 10

誓
約
書

　　　　年　　月　　
日
　山武郡市広域水道企業団
　企業長　　　　　　　　　様
申請者　住　所

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

給水装置工事承認申請に係る対象家屋が2世帯使用（同等の家屋形態で台所2箇所若しくは、浴槽が2箇所以上の住宅）または、設置水栓数が多いと判断される場合における量水器（口径φ13mm）の使用については、下記の取扱いを遵守します。

記

①　給水申請場所

②　量水器(φ13mm)設置理由

③　設置量水器(φ13mm)の適正流量範囲を超えたことによる量水器の破損若しくは、破損する疑いがある場合は、貴企業団の指導に従い量水器の口径を変更（φ13mm→φ20mm）します。


また、水量及び水圧低下等の現象が発生した場合においても、企業団に異議申し立てい
たしません。
④　本家屋の所有権を第三者に変更する場合は，前項目の全てを譲受人に継承します。

様式 11

誓
約
書

　　　　年　　月　　日
　山武郡市広域水道企業団
　企業長　　　　　　　　　様
申請者　住　所

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

指定給水装置工事事業者

住　所

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

給水装置工事承認申請の臨時給水栓を下記のとおり使用しますが、臨時給水終了時には
速やかに「給水装置廃止届」提出し、当該給水装置の廃止処理（該当項目を○で囲む
［分水止め・一次側撤去・二次側撤去・その他］）を行います。
記

①　臨時給水場所

②　臨時給水栓使用期間

	開始予定：　　
	年
	月
	日

	終了予定：　　
	年
	月
	日


＊使用期間は，一年以内を原則とする。

③　用　途

様式 12

念
書

　　　　年　　月　　日
　山武郡市広域水道企業団
　企業長　　　　　　　　　様
申請者　住　所

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

指定給水装置工事事業者

住　所

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

下記のとおり，給水装置工事承認申請の工事用用水として使用しますが，工事の完了時
（工事用水使用終了時点）には，速やかに「給水装置廃止届」を提出し，当該給水装置の
廃止処理（該当項目を○で囲む［分水止め・一次側撤去・二次側撤去・その他
］）を行い 

ます。

記

①　工事用水使用場所

②　工事用水使用期間


※給水管（給水装置）の定義
道路（公道，私道）に埋設されている水道本管（「配水管」＝企業団所有施設）から宅地内に引込まれて
　　いる水道管（給水管）で，個人（給水装置所有者）財産です。
原則として，未使用となる給水管は，「分水栓止め」を行わなければならない。
分水栓止め：配水管と給水管との分岐（接続）部分に使用する給水装置材料であるサドル付分水栓により給
　　　　　 水側への流水を止水する（配水管との接続(通水)を遮断）

様式 13

誓
約
書

　　　　年　　月　　日
　山武郡市広域水道企業団
　企業長　　　　　　　　　様
申請者　住　所

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　㊞

（連名となる場合）申請者　住　所

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　㊞

私有地埋設における供用給水管については，次の取り扱いを遵守します。

1　私有地埋設の下記給水管は，当方で維持管理を行い当該給水管の漏水（移設等）が発生した
場合は，当方で修理・修繕を行い，機能を保全します。

2　前項による修繕工事等に起因した事故・公共物の破損等に係る処理についても，当方が一切
の責任を持って対応します。

3　緊急を要する修繕等工事が発生したことにより，企業団が当該工事を施工した場合，当方管
理の給水管に起因する漏水（修繕工事）等においては，当方がその責を負うものとし，修繕工
事等費用を負担をする。

4　本給水装置の所有権を第三者に移転する場合は，前項目の全てを譲受人に継承する。

記

①　供用給水管設置場所

②　埋設給水管の内容
（管種・口径・延長）

③　土地所有者の承諾
別紙（承諾書）のとおり

※給水管（給水装置）の定義
道路（公道，私道）に埋設されている水道本管（「配水管」＝企業団所有施設）から宅地内に引込まれて
いる水道管（給水管）で，個人（給水装置所有者）財産です。

様式 14
直結給水用増圧装置
                           逆流防止装置　　チェックリスト
	直結給水用増圧装置

１　口　径：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｍｍ
２　吐出量：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L/分
３　全揚程：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｍ 
４　電動機出力：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　KW 
５　型　式：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
６　製造メーカー：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
７　流量制御　　□ ポンプ回転制御　　　　　□ その他（　　　　　　　　　　）

８　圧力制御　　□ 推定末端圧力一定制御　　□ 吐出圧力一定制御

　　　　　　　　□ その他（　　　　　　　　　　）

９　圧力設定値　① ポンプ自動停止圧力　　　　　　　　ｍ
② ポンプ自動復帰圧力　　　　　　　　ｍ
③ ポンプ吐出圧力　　　　　　　　　　ｍ

10　警報ブザー等設置状況

　　　　　　あり（設置場所：　　　　　　　　　　　）・なし　　


	逆流防止装置

１　方　式（減圧式防止器 ・ 複式逆止弁）

２　口　径：　　　　　　　　ｍｍ

３　形　式：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　製造メーカー：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５　漏水探知装置：作動確認（構造図の添付）




　＊　本チェックリストは，給水装置工事の完成（検査）時に給水装置工事承認申請書に

添付する
様式15
誓　　約　　書
　　年　　月　　日
山 武 郡 市 広 域 水 道 企 業 団 

企業長　　　　　　　　　様

申請者　住　所

　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　㊞

私有地内における私設消火栓等消防施設については、次の取り扱いを遵守します。

１　私有地内における下記私設消火栓等消防施設（市・町に帰属しない）については、当方で維持管理を行い当該消防施設の漏水（移設等）が発生した場合は、当方で修理・修繕を行い、機能を保全します。

２　前項による修繕工事等に起因した事故・公共物の破損等に係る処理についても、当方が一切の責任を持って対応します。

３　緊急を要する修繕等工事が発生したことにより、企業団が当該工事を施工した場合、当方管理の消防施設に起因する漏水（修繕工事）等においては、当方がその責を負うものとし、修繕工事等費用の負担をします。

４　本消防施設は、消防活動以外の目的には使用しません。また、消防活動等で使用した場合には企業団に報告をします。
５　本消防施設の所有権を第三者に移転する場合は、前項目の全てを譲受人に継承します。

記

①　消防施設設置場所

②　消防施設の内訳　　
1．消火栓（ 地上式 ・ 地下式 ／単口 ・ 双口 ）　　　基
[管種・口径・延長]
2．防火貯水槽用補給施設（　　　　　　　　　 ）　　　基
[管種・口径・延長]
3．その他
様式 16
私 道 敷 内 配 水 管・給水管 埋 設 通知確認書
今般の給水装置工事承認申請に伴う私道敷内配水管・給水管埋設について、当該私道（土地）所有者に下記のとおり通知します。

記

1　 工事目的　　　　　　　　　　　上水道配水管・給水管埋設のため
2　 工事場所　　　　　　　　　　 （地番：
）

3　 工事方法　　　　　　　　　　　開削工事及び埋戻し工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　
4　 工事期間　　　　　　　　　　　  年　　　月　　　日　　  ～　　　年　　 月 　　日
5　 配水管・給水管埋設土地の表示 （地番：
）

（地目：
現況：
）

6　 埋設物件
配水管　管種
口径
ｍｍ
延長
　ｍ


給水管　管種
口径
ｍｍ
延長
　ｍ
7　 本通知確認書の有効期間は、工事着手から配水管・給水管として存続する期間とする。

8　 配水管・給水管として存続する期間は、当該土地の使用用途は道路とし、やむを得ぬ理由により道路以外の使用目的に変更する場合は、貴企業団と協議します。

9　 当該私道敷内に埋設した配水管は貴企業団の財産とし、維持管理等に伴う水道工事については、異議の申立てはいたしません。

10　土地使用料は、無償とする。
11  当該私道（土地）所有者及び第三者と問題が生じた場合は、その処理一切を当方で行い

　その責任を負うものとします。当企業団はその責任を負いません。

12　当該土地の所有権を変更する場合は、前各項の義務の一切を譲受人に継承します。
　　　　年　　月　　日

申請者　住　所

氏　名
㊞
　　山武郡市広域水道企業団
　　企業長　　　　　　　　　様
＊添付書類　公図（地積測量図）、土地登記簿謄本（記載事項証明書）
様式 16-1
私 道 敷 内 配 水 管・給水管 埋 設 通知書
山武郡市広域水道企業団に給水装置工事承認申請（新規上水道加入）に伴い、私道敷内配水管・給水管埋設について、新民法213条の2第１項、第２項、第３項に基づき、当該私道（土地）所有者に下記のとおり通知します。

記

1　 工事目的　　　　　　　　　　　上水道配水管・給水管埋設のため
2　 工事場所　　　　　　　　　　 （地番：
）

3　 工事方法　　　　　　　　　　　開削工事及び埋戻し工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　
4　 工事期間　　　　　　　　　　　  年　　　月　　　日　　  ～　　　年　　 月 　　日
5　 配水管・給水管埋設土地の表示 （地番：
）

（地目：
現況：
）

6　 埋設物件
配水管　管種
口径
ｍｍ
延長
　ｍ


給水管　管種
口径
ｍｍ
延長
　ｍ
7　 本通知書の有効期間は、工事着手から配水管・給水管として存続する期間とする。

8　 配水管・給水管として存続する期間は、当該土地の使用用途は道路とし、やむを得ぬ理由により道路以外の使用目的に変更する場合は、山武郡市広域水道企業団と協議します。

9　 当該私道敷内に埋設した配水管は山武郡市広域水道企業団の財産とし、維持管理等に伴う水道工事については、異議の申立てはいたしません。

10　土地使用料は、無償とする。
11  当該私道（土地）所有者及び第三者と問題が生じた場合は、その処理一切を当方で行い

　その責任を負うものとします。山武郡市広域水道企業団はその責任を負いません。

12　当該土地の所有権を変更する場合は、前各項の義務の一切を譲受人に継承します。
　　　　年　　月　　日

申請者　　　住　所

氏　名
㊞
　

※添付書類　案内図

※新民法213条の2第１項、第2項、第3項とは

１　設備設置権（他の土地にライフラインの設備を設置する権利）の明確化
他の土地に設備を設置しなければ電気、ガス又は水道水の供給その他これらに類する継続的給付を受けることができない土地の所有者は、必要な範囲内で、他の土地に設備を設置する権利を有することを明文化（新民法213条の2第1項）
２　設備使用権（他人が所有するライフラインの設備を使用する権利）の明確化

他人が所有する設備を使用しなければ電気、ガス又は水道水の供給その他これらに類する継続的給付引き込むことができない土地の所有者は、必要な範囲内で、他人の所有する設備を使用する権利を有することを明文化（新民法213条の2第1項）
３　場所・方法の限定
設備の設置・使用の場所・方法は他の土地及び他人の設備のため損害が最も少ないものに限定

（新民法213条の2第2項）
４　事前通知の規律の設備
他の土地に設備を設置し又は他人の設備を使用する土地の所有者は、あらかじめ、その目的、場所及び方法を他の土地・設備の所有者に通知しなければならない（新民法213条の2第3項）

民法改正と「共有私道ガイドライン」の改訂についてより引用（法務省）



　上記の給水工事に係る給水管を埋設し，使用することを承諾する。


　また，本土地所有者が変更となる場合は，本承諾を継承するものとする。


　　　① 土地の表示（地番：　　　　　　　　　　　　　）





　　　　 　　　　　（地目：　　　　　　　　　　　　　）現況





　　　② 使用目的　　給水管の埋設，使用のため。





　　　　　　年　　月　　日


　　　③ 土地所有者（住　所）





　　　　 　　　　　（氏　名）　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞








開始予定：　　　　年　　月　　日





終了予定：　　　　年　　月　　日












